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貸借対照表アプローチとその性格（下）
鈴木 嘉
（IV）
　さて、貸借対照表アプローチにかかわる幾つかの見解を以上のように慨観
したのであるが、更に、これらのアプローチ法について、そのもととなって
いる理論の性格と、それにともなって生ずる問題を探って見たい。
　まず、スプレーグの説示については、その基本は数学的思考による均衡関
係（equalityテ）であることを認識することができる。すなわち、『会計の哲
理』（The　Philosophy　of　Accounts，1908）の説示のかなめとなる部分で
「数学に於て真実を主張するための適正な手段は等式を用いることである。」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　とし、「勘定による計算方式はあきらかにそれにあてはまる」と述べて、簿
記に於ける計算が数学と同一基盤のうえに立っていることを強調している。
具体的には、まず勘定形式による計算に於ては、左欄と右欄の差額を少ない
側の欄に置くことによって等式関係が得られるとする。ついで企業に於ける
「資産（assets）」、「負債（liabilities）」を対置する形で示し、その差額であ
る「資本持分（proprietorship）」を少ない側に置くことによって均衡関係
　　　　　　　　　　　　が成り立つ旨を述べている。　そして、これらは「ばらばらなのではなくて、
互いに関連して存在し、」「資本主持分を取り巻いて起こるできごとの記録シ
ステムとしてつくられたのが元帳であり、その結果を体現したのが貸借対照
　　　　　表である。」ということになる。
　貸借対照表は、勘定口座形式では、
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資　産　＝　　負　債　　＋　　資本主持分
　　　　　　　（Assets　＝　Liabilities　十　Proprietorship）
の等式になるが、それはまた「代数的に表現すれば負債は消極資産（nega－
tive　assets）であり、資本主持分は積極資産と消極資産の代数的計算金額
　　　である」と述べている。このことから、上の式は
資産 負債　＝　資本主持分
と書きなおされるであろう。
　従って、まず均衡関係が存在し、その均衡関係を貫くことによって計算の
論理性を保っており、貸借対照表は計算の結果を表わしたものという位置が
与えられている。
　数学上の等式関係を記録計算の基礎とする態度はハットフィールドも同じ
であり、より明白である。『近代会計学』（Modem　Accounting，1909）の冒
頭で、複式簿記の最古の本である「スンマ』が、また、ヨーロッパ最古の代
数学の文献であることにふれたのち、この「往時の代数学との関連からも明
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のらかな通り、複式簿記は等式関係（equation）からはじめられる。」として、
??????（ 篇　資本主持分
　　　　　　　　（61）＝Proprietorship）
の等式が示される。ついでこの2つの基礎概念のそれぞれにつき、通常もち
　　　　　　　　　　　　　　　　いられる勘定が分類され、図示される。「財産」は積極（positive）と消極
（negative〉に分けられ、前者が資産にあたり、後者が負債である。「資本主
持分」も分けられ、利益（Profit）と損失（Loss）がそれに属する。そして、
全勘定それぞれの借方合計額と貸方合計額を集めた表である合計試算表を掲
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　げて常に貸借均衡が貫かれている旨が説かれたのち一棚卸による修正が行
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なわれるが一計算の終点としての貸借対照表に言及し、続けてその詳細が
　　　　（65）説かれる。
　従って、このような説示のプロセスに見られる通り、ハットフィールドに
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於ても、数学を用いた均衡関係が論理展開の軸になっており、貸借対照表は
その延長線上に説かれていることを明らかに認めることができるのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、ハットフィールド自身もスプレーグの理論の意義を大きく評価すると
ともに、「資本主持分」の語はスプレーグの用法を承けている旨も述べてい
　　る。　スプレーグとハットフィールドの簿記のしくみの解明の理論的基盤は
同一であり、その展開のいとぐちを数学にもとめているのである。全勘定の
均衡関係を明らかにする論理の裏づけとして数学を用い、等式と会計の結び
　　　　　　　　　　　　　　　　つきに資本主持分が充てられている。　貸借対照表は均衡関係を維持した記
録計算の結果として位置づけられる。したがって、均衡関係（equality）ア
プローチと呼んでも差支えないものであろう。
　同じ貸借対照表アプローチとされているペイトンの展開のし方は態様が異
なっている。「会計理論』（Accounting　Theory，1922）における説示に於て
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヌのは、まず「資産（Property）」「持分（Equity）」について述べたのち、両
　　　　　　　　　　　　アめ者を「純粋に任意な仕方で」両欄併置（parallel－column　arrangement）し
　　　　　　　　　　　　　　ゆた場合、貸借対照表になると説く。　そして資産と持分は「常に数字のうえ
で等しい。なぜならば、同一物の別々の面（aspects）なのであり」、「一方
は、資金（funds）が如何に使用されているかを写し出して見ており、（be－
ingfocused）、他の一方はその源泉（sources）を写し出して見ているから
　　　　である。」　と。このように貸借対照表の本質に迫っている。
　従って、貸借対照表に於ける均等状態は、その本質に根ざしているものな
のである。この点に於て、同じく均衡状態を説きながら、スプレーグ、ハッ
トフィールドのアプローチとは、論理の展開の上で逆であり、理念的に全く
異なるものと見なければならない。ペイトン流の、企業主体概念による、貸
借対照表を用いたアプローチこそ、貸借対照表アプローチと呼ぶにふさわし
いとも言えるであろう。
　なお、ドイッ語圏の勘定学説としては、ハットフィールドが祖述したシエー
　　　　　　　　　　マの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アなどの物的2勘定説とニックリッシュなどの貸借対照表学説は、わが国
　　　　　　　　　　　　でも早くに紹介されており、明白に区別されて扱われるのが通常である。こ
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の両者の異同は、負債の位置が等式の左辺にあるか、右辺にあるかの問題に
止まるものではなくて、基本概念に於ける相違としてよく認識されている。
　ただ、このふたつのアプローチについて、リトルトンは両者をあわせて
「貸借対照表アプローチ」としていることは注目されるべきである。「会計発
達史』のなかで、前記2つの等式について、「資産一負債＝資本有高という
　　　　　　　　じ　じ　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　じ　ロ　　　　　　　　マの貸借対照表等式」および「資本＝投資額という貸借対照表等式」　（ともに傍
点筆者）と述べており、貸借対照表等式を用いた同一部類のものとしている。
従って、これを用いたアプローチは、ともに「貸借対照表アプローチ」とな
るのである。
　企業会計の基本的考え方に於ては、よく知られている通り、「資本主主体
理論」と「企業主体理論」とは、それぞれに異なる概念にもとづくものとし
　　　　　　　　　　　　　て、明らかに分別されており、またクロンヘルムに言及した折、
　　　　　　　　（a十b十c）一1－m－n＝　s
　　　　　　　　　〔資産〕　　　〔負債〕　　〔資本〕　〔〕内筆者
の等式と
　　　　　　　　a十b十c＝1十m十n十s
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の等式とは根本的に異なることをも指摘している。しかし、簿記の原理への
アプローチについては、前述の通り、必ずしも同じ態度ではなかったのであ
り、留意されるべきことと思われる。
　ところでリトルトンは、貸借対照表アプローチを、まず前近代的な簿記解
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　説を克服し得た、秀れたアプローチと評価しながら、次いで、その限界
　　　　　　　　ラ（limitation）をも充分に見て取り、更に向うべき方向を求めて原価アプロー
　　　　　　　　　　　　チ（Cost　Approach，1931）あるいは、同一趣旨の利益アプローチ（lncome
　　　　　　　　　　　　　　　　　　て　Approach，1934）を説いている。
　リトルトンが貸借対照表アプローチを超えて原価アプローチ（又は利益ア
プローチ）へ向うについての要となる考え方は、企業会計の記録計算等の対
象を、商取引を主に見すえた「交換（exchange）」から、工業をも念頭に置
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いての、経営活動の全過程に於ける価値の「転換（convertion）」への拡大
であり、その「転換」の過程を写し出す（trace　out）」ことが現代の企業会
　　　　　　　　　　　　　　計に与えられている任務であるとすることである。あるいは、商業的活動
（merchantile　operation）を対象とした考え方から製造工業的活動（fact－
ory　operation）を含んだものへと視野が拡大されるべきであると主張して
　　　いる。　また、それは「信用についての記憶保持に役立つような記録よりは、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　のむしろ管理のための諸計算に重点を置いてする」アプローチであること、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「貸借対照表よりは損益計算書に立脚して手ほどきされる方法」であること
などが説かれている。そこには、ドイッ流に表現すれば、動態理論としての
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考え方を読み取ることができるものである。静態理論的な貸借対照表アプ
ローチを超えて、より適切な新しいアプローチヘ進むべきことが提唱されて
いると考えることができるのである。
　さて、以上のように考察して見ると、リトルトンその他の人々に高い評価
を与えられ、貸借対照表アプローチと呼ばれる、会計構造へのアプローチ法
には、理論的に異質の、2つの体系が内蔵されていると考えられ、更に発生
　　　　　　　　　　ラ主義（accrual　basis〉の観点から考えれば、貸借対照表アプローチを超え
て、より適切なアプローチに向わなければならぬことを、リトルトン自身が
提唱しているのを知ることができるのである。このことは又、現代の会計構
造を説き明かす理論の枠組として、貸借対照表アプローチは不充分であり、
また年代的に、仕訳帳アプローチ、元帳アプローチに続く、第3のアプロー
チとして据えられるには不適切であることを明らかにしているとも考えるこ
とができるのである。
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　っづいて、貸借対照表アプローチ生成の前後の状況と、その背景となる諸
事情について考えて見たい。
　まず、スプレーグのアプローチを体系づけている理念が、アメリカの近代
会計の理論のはじまりと見なされていることは周知の通りである。「資本主
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　め主体理論」と定義づけられ、彼を「アメリカ会計学の先駆者」とリトルトン
が評価していることは著名である。また、それは、説示の形として、数学の
等式関係を用いて説きはじめられることは前述された。このスプレーグの理
論は、別の面から眺めた場合、「19世紀理論」の終結点であるという意義を
持っている。長い問の、因習的な、簿記独特の理くつからの脱却、なかんず
く、人的思考にもとづく擬人法の排除など、学問としてそん色のない理論を
求めて、19世紀の何人かの教師や著作者達が努力を重ねた。リトルトンは彼
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の等の理論を「19世紀理論（nineteenth　century　theory）」として会計学の発
　　　　　　　　　　　　　　　　　展の過程における意義を重視している。特に、1818年にイギリスのクロンヘ
ルムによってなされた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（94）　　　　　a十b十c，＆c－1－m，＆c＝±s
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　つ　　　　　（積極財産）　一　　（消極財産）　絋資本主資本
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の数式を用いたアプローチを注目している。それが、アメリカでフォスター
（B．F。Foster）によって祖述され、また、それと軌を一にするジョーンズの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理論がスプレーグの前にあることも知られている。ハットフィールドもその
ことに言及して、ジョーンズによる擬人法などの人的思考の排除への努力が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　あり、更にそれがスプレーグによってなし遂げられた事を評価している。す
なわち、人的勘定観の排除の完結であるとともに、それは、クロンヘルムと
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ジョーンズに見られる数学的思考の延長上に位置するのである。
　なお、少し掘りさげて考えて見ると、スプレーグに於ける、資産が積極資
産と消極資産とを含んで存在しているという思考方法の中に、対人的に方向
の相反する債権と債務を人的勘定として考えて来た旧来の形式の遺物に似た
ものを連想させられ、何百年かの間使われた人的思考の“型”の名残を留め
ている感じを否めない。その意味に於ても「19世紀理論」の帰結と考えるこ
とができるのである。
　更に他の面に目を転じて、スプレーグの論文、著書が公にされた時期が、
アメリカの高等教育に会計学が入り始めた時期であることを、背景として、
視野に入れなければならない。すなわち、1883年のペンシルバニア大学ワー
トン校に於ける開講を初めとして、以後、漸次、高等会計教育が広がりを見
　　（98）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（99）せる。その素地としては、アメリカの会計実務が芽吹きはじめ、公認会計士
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ制度（ニューヨーク州公認会計士法成立1896年）がその歩みを開始し、会計
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の専門家の団体が地歩を固めて行きつつあったことなどをあげることができ
るであろう。
　そのような気運が生じていた時代に、自分自身も大学での開講や公認会計
士試験の施行などに関与しながら、科学としての論理たる数学を用いたアプ
ローチを展開して、会計が哲学や数学などと同じレベルのものであり、立派
な学問としての性格を持ち合わせたものであることを認識させ、いわば、理
論としての普遍性を与えるという役割を果したのである。それまでの簿記の
理くつは、風変りな面があり、19世紀のまでの擬人法による説示はその感を
深くする。それを数学に於ける基本形式と関連させることによって、特殊な
臭いを消し去り、「秘法」でもなければ、難物でもない、普遍的な論理で貫
かれた体系であることを示したことに、大きな意義を見出すことができるの
である。
　水準の高い学問であることを認知させるについては、ハットフィールドが、
より大きく、貢献したことはよく知られている。彼は簿記のしくみを説き明
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラかすにあたり、スプレーグを祖述したことと共に、ドイツのシエーアの理論
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　　　　　　　　　　　ゆを援用したことをも示して学問的に補強している。彼は、それまで書記的技
法としか評価されなかった簿記が、学問としてそん色のないものであること
を明らかにし、会計学の地位を認めさせることに心を砕いた。その努力のひ
とつとして、著名な論文『簿記の歴史的擁護（An　Historical　Defence　of
　　　　　　　　　　ゆBokkeeping，1924）』　が書かれたことはよく知られている。また、学問と
しての評価を定着させるについて、簿記の原理から説きはじめ、当時の企業
会計上の関心事を網羅した主著『近代会計学』が果した役割、その後1930年
代以降の会計原則の追求の流れの中で彼が果した役割に至るまで、その業績
が大きく稻揚されていることは重ねていうまでもないことである。この業績
全体の、いわば入口としての位置を占めるのが、数学を援用したアプローチ
であることの意義を充分に認めなければならない。すなわち、アメリカの近
　　　　　　　　　　　　　ユ　代会計の理論の出発点である。
　このように、スプレーグ、ハットフィールドを通して考察することにより、
彼等の行なったアプローチ法が「19世紀理論」の帰結であると共に、会計に
内在する学問的普遍性を証明し、近代理論の出発点となったことを、きわめ
て明らかに、認識することができるであろう。
　これにつぐペイトンの貸借対照表アプローチは、更に進んだ意義を持つも
のと考えられる。それは、アメリカに於ける世紀転換期以降の経済発展、特
に1902年のU．S．スティールの合同による発足に象徴される、巨大企業主導型
経済への発展と、それにともなった資本市場の発達、これらを背景に進行し
た、株式会社に於ける資本と経営の分離に関わらしめて考えられなければな
らないであろう。株主資本が債権（特に社債）者資本に性格を接近させて行
く状況のなかで、資本主持分のみを主体に考える企業概念とそれに基づく会
計思考は適合性を欠くことになる。理念のうえでは、まず負債の性格づけに
相違があらわれる。ペイトンは「いわゆる“個人企業”や簡単な共同企業の
場合にあっては、資本主概念は、企業会計の骨組に関する中核カテゴリーと
　　　　　　　　　　　　　　　のして充分であるかも知れないが」　「近代企業の組織形態の主流となっている
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エむの会社企業の会計機構の説明としては欠陥があり、」「スプレーグ、ハットフィー
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ルド、その他の人々によって提唱されている資本主概念ドクトリンは、……
会計のしくみを解き明かすための、明白かつ完全な説明とは言えないもので
　　　　　　
ある」として、それに代わる彼の理論を主張する。
　従って、企業主体概念にもとづく、「資産」と「持分」の貸借対照表によ
るアプローチは、新たな理念に根ざして居るものである。教示上のわかりや
すさを持っていることを超えて、理論の背景たる社会経済とのかかわりを明
白に認識すべきものである。ともに等式を表現に用いることの故を以て、資
本主持分アプローチと企業主体理論アプローチとを一括して扱うことは、理
論の本質を理解するうえで適切さを欠き、明らかに分別して扱うべきものと
考えられるのである。
　ところで、当時のアメリカに於ける企業会計の関心の的が一利害関係者へ
の報告の中核となっていた一貸借対照表であったという状況を反映して、貸
借対照表アプローチの名構が用いられたと考えられるにしても、その後の企
業社会の進展にともなって、企業の利害関係者群の重心が移り、会計にかか
わる関心は貸借対照表中心の状態に止まることはなかった。すなわち、企業
が競争に勝つための、合理的経営管理のツールとしての原価計算などの重視
や、成熟しつつあった証券市場を通して、一般投資家が求める、利益獲得能
力に関する情報への要望増大などがあり、それに関連して、関心の目は損益
計算書へも向けられ、会計の基本思考を変わらせつつあったことが認識され
る。会計の基本構造へのアプローチの態度も、それと無縁であり得ないので
あり、リトルトンのコストアプローチ（又はインカムアプロニチ）は、この
状況を背景として、必然的に醸成されたものと考えられる。もはや、会計の
基本構造の解明法は貸借対照表アプローチといわれたものの枠からはみ出さ
ざるを得なかったと見得るのである。
　また、このコストアプローチとドイツの動態理論による勘定学説とを時期
的に対応して見ると、リトルトンのコストアフoローチの論文が書かれた1931
年は、形の整った動態勘定理論の文献たるワルプ（Walb，E）の『成果計算
論』（Die　Erfolgsrechnung，1926）が出た数年後にあたり、この年には、シュ
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マーレンバッハ（Schmalenbach，E）の『動的貸借対照表論』（Dynamische
Bilanz）は既に第5版が刊行されている。
　なお、上に述べられたアプローチ諸法が、実際にどのように講義に組み込
まれ、また大学以外の会計教育に如何に普及し、それを変えて行くかについ
ては別途に検討がなされるべきものと考えられる。会計教育にかかわる他の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ　ラ諸条件を視野に入れた考察が必要と考えられるからである。
（91）　A．C．Littleton，。4cooμπあηgEひol薦めπ孟01900，1933，p．188
　　片野一郎訳、前掲書、286頁
（92）　A，C．Llttleton，Essαlys　oη，且oooo槻，孟（zηoly，1961，pp．55－75
（93）　A．C．Littleton．。40coμηオ語gEひol砿‘oη諾01900，1933，p，368
（94）F．W．Cronhelm，1）oめ」θE碗rッbッS加glθ，1818，p．8
（94ノ）（）内はリトルトンの注による。
　　cf．A．C．Littleton，op．cit．p．170
　　　　片野一郎訳、前掲書、262頁
（95）　c．f．A．C．Littleton，op．cit．，pp．167－170
　　」．G，C．Jackson，“The　History　of　Methods　of　Exposition　of　Double－
　　entry　Book－keeping　in　England。”．in　A．C．Littleton　and　B．S．Ya．一
　　mey　edited，S乙認‘θs加ぬe猛s孟orッo∫。4000肌孟加g，1956pp，310－312
（96〉
（97）
（98）
（99〉
（100）　cf．ibi（1．
（101）　cf．ibid．
（102）H．R，Hatfield，op．cit．p．22
（103）　ibi（1．，p．vii
（104）この論文はリトルトンの『会計発達史』の第1章（pp．3－11、片野訳3頁一21
　　頁）として使用されている。
（105）参照　中野常男、「スプレーグ簿記論の論理構造」、『会計』135巻3号，1989
　　　　　　　　　年3月
　　　　　　　　　「アメリカにおける資本主理論の展開過程について」『会計』
　　　　　　　　　142巻2号、1992年8月
cf．A．C．Littleton，op．cit．，pp．170－178
H，R．Hatfield，op。cit．，p．22
c．f．」，Previts＆B．D．Merino，。4研s孟orッo∫z4cooμ漉ηg漉z4ηLθrぢ一
〇α．，1979，PP。IO3－114
cf，ibi（1．，pp．89－103
　　　，P．97
　　　，PP．138－！48
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（106）（107）（108）W、A．Paton，op．cit，p．iii
（109）このことに関わるひとつの事例として、王916年にテキサス大学の」．E，Trele－
　　ven教授の書いた「Bookkeeping　in　the　High　School」と題する論文があ
　　り、その中に、accont　methodが大方の教師の支持を受けており、joumal
　　methodよりは進んだよい教授法である旨の寂述がある。advanced　study
　　用の文献として、スプレーグやハットフィールドの前掲書も掲げられてはい
　　るが、彼等の等式を用いたアプローチヘの言及は見られず、その時点ではま
　　だ滲透しているとは言えないようである。
　　cf。」。E．Trelevin，“Bookkeeping　in　the　High　Schoor’，BμIZθあπ（1ゾ
　　〃二θUη，加θrsあly　oゾTεκαs，1916，pp．38－39　pp．47－48
（Vl）
　さて、以上の考察により、貸借対照表アプローチと呼ばれるものの中に、
本質的には、全勘定の均衡関係に基づくアプローチとして分別されるべきも
のが含まれており、また、それを超えた新たなアプローチが求められている
ことも明らかになったと思われる。それと共に、勘定理論という分野が存在
しないアメリカの会計学について、その成り立ちと発展の過程を考察するう
えで、会計の基本へのアプローチ（approaches　to　elementary　accounting〉
の問題は避けて通れないものであり、また、それを通しての考察がアメリカ
の理論の特質を把握するための側面的方法たり得ることも明らかに認められ
るであろう。
　とりあげられた、世紀転換期以降のアプローチ諸法は次のように並べるこ
とができる。
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（リトルトンの）
貸借対照表
アプローチ
1．均衡関係をもとにするアプローチ
　　資本主主体アプローチースプレーグ、ハットフィールドー
　　＊2勘定説一ヒュックリ、シェーアー
取りつき…資本主持分（資本〉等式
2．企業主体理論によるアプローチ
　企業主体アプローチーペートンー
　＊貸借対照表学説一ニックリシュー
取りつき…　貸借対照表
3．経営活動にもとづくアプローチ
　コスト（インカム）アプローチーリトルトンー
　＊成果計算学説一ワルプー
取りつき…損益計算書
財務諸表
アプローチ
　なお、上記の並列は年代順であり、それが企業会計の関心の変遷と拡大の
過程を写影しているものであることは前述されたが、更にこの線上に考察を
延長し、企業会計の関心がいま財務諸表に集約されていることを前提に考え
れば、損益計算書、貸借対照表その他の財務諸表全般にわたって、その本質
を遍りなく説示し得る、秀れたアプローチヘの期待を想定し得るであろう。
このアプローチは、財務会計のみならず経営管理のための計算体系の概念基
礎としても、矛盾なく展開されるべきである。そして、ケーファーが「600
年以上の伝統にもかかわらず、複式記入の過程に対する一般に認められた説
　　　　　　　　　　　　　　の明はまだ発見されていない」と指摘していることをも加味すれば、このよう
なアプローチを求める努力の必要性とそれなりの困難さとをただちに考える
ことができるのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユユめ　わが国に「初歩会計へのアプローチ諸法」についての紹介がなされてから
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　　ラ久しい。ドイツ語圏の勘定理論を既に受け入れており、それと相まっての関
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の心は持ち続けられたものと思われるが、この問題が会計学の中で占める位置
は、戦後とくに目立つことはなかった。しかし、資本主持分による均衡関係
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヱのアプローチが重要な時点でわが国に導入されているだけに、会計の基本構造
へのアプローチに関する問題が、わが国会計学の理論の性格を系譜的に考え
るうえで意義を持つ問題であることをも、改めて意識することができるもの
と思われる。
（110）K．Kafer，・P．cit．，P1
　　安平昭二訳『複式簿記の原理』、昭和47年、1頁
（111）黒沢　清、「リトルトン、原価慨念による簿記教授法」、『会計』29巻1号、昭
　　和6年7月、164頁一166頁
　　因みに、balance－sheetapproachは「貸借対照表入門法」と訳されている。
（112）林良吉訳、シエーア『会計及び貸借対照表』の出版は大正14年（1925年）
　　上野道輔『簿記理論の研究』の出版は昭和3年（1928年）
　　畠中福一、『勘定学説研究』の出版は昭和7年（1932年）である。
（ll3）参照　黒沢　清、『改訂簿記原理』、昭和26年、p．52
　　　　　青柳文司、『アメリカ会計学』、昭和61年153頁一163頁、305頁一309頁
（ll4）本稿注（4）および
　　参照　吉田良三『近世簿記精義』、大正3年
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